　　　　　

令和７年度整備分
三原市地域密着型サービス等事業者公募要項
〔小規模多機能型居宅介護〕
令和７年７月

三　　　　原　　　　市

１　公募の趣旨

　　三原市では、介護が必要となった高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられるように介護保険事業計画に基づいて地域密着型サービスの基盤整備を進めるため、質の高い地域密着型サービスを提供する観点から、事業候補者を公募により選定するものです。

２　公募する介護サービスの概要

介護保険法第78条の2に定める小規模多機能型居宅介護　　　１事業所
　※第７期、第８期介護保険事業計画で計画していたが整備できなかった定期巡回・随時対
応型訪問介護看護事業所の代替えとして、在宅支援のため、24時間対応・宿泊可能・
訪問介護の機能を持ち合わせた小規模多機能型居宅介護事業所を整備するものです。

　　①　住み慣れた地域との結びつきを重視するため、利用者は、原則、地域で在宅生活をして
いる人を対象とします。

　　　②　事業を行う場所の指定はありませんが、各地域包括支援センターの担当地域内に同種
の介護保険サービスが少ない場合は、高評価となります。
　　　③　介護基盤の少ない離島、または北部地域包括支援センター担当地域へのサービス提供が充実していれば高評価となります。

　　　④　省エネ基準に適合した建築物とします。
３　応募資格

　　①　法人格を有している運営事業者であること。
②　指定基準（「三原市指定地域密着型サービス事業者の指定に関する事項並びに指定地域
密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」）を遵守するこ
と。

③　介護保険法第78条の２第４項及び第１１５条の１２第２項各号の規定に該当していないこと。

④　必要とされる老人福祉法、社会福祉法、都市計画法、建築基準法、消防法、その他関係法令に従うこと。
　　⑤市税の滞納が無いこと。
　　⑥三原市暴力団排除条例の規定に抵触していないこと。

４　応募条件

①　令和７年度中に整備着手、整備完了することとし、整備完了後速やかにサービスを提供すること。ただし、選定後の調整において、諸事情で工期延期が見込まれる場合は、市は県に繰越を協議し、認められた場合は、その事業期間を延長します。
②　当該公募に基づく整備は、三原市地域医療介護総合確保事業補助金の交付対象となることを想定しています。ただし、当該整備計画に係る補助金の県の内示が減額となった場合には、補助金の交付額が変更となる場合があります。その場合でも、整備を実施することが応募条件となります。
③　住み慣れた地域との結びつきを重視するため、利用者は、原則として有料老人ホーム及びサービス付き高齢者住宅（以下、サ高住という）等で生活する人ではなく、地域で在宅生活をしている人を想定した事業計画とすること。
④　三原市地域医療介護総合確保事業補助金を活用しない場合は、当該公募によらない令和
７年度の整備・指定申請も可能ですので相談してください。
５　選定方法

（１）事業候補者の選定方法

　　①　設置候補事業者は、地域密着型サービス事業者選定委員会（以下、「委員会」という。）
において選定し、市長が決定します。

　　　　必要であれば、事業者から提案内容等について、ヒアリングを行う場合があります。

②　審査等の結果、選定事業者なしとすることがあります。

　　③　審査結果に対する異議は受け付けませんのでご了承ください。
（２）審査の視点，配点
	　
	視　　点
	着　眼　点
	配　点

	①
	法人の理念
	法人としての応募の動機や理念
	　15　

	②
	法人の安定性・継続性、運営の透明性・公平性・法令等の遵守
	法人の介護事業所運営実績、法人の収支状況及び公募事業の収支計画、個人情報の取扱いを含む法令等の遵守、情報公開
	　
　10　

	③
	公募事業の運営における理念等
	地域密着型サービス事業としてめざす運営方針、地域密着型サービスの考え方、介護の方針
	　40　

	④
	管理運営体制、安全性への配慮、利用者への対応
	感染症対策、防災体制、苦情対応の方針、利用者への配慮
	　20　

	⑤
	立地、建物設備
	立地状況・安全性、設備の状況
	　25　

	⑥
	人材の確保・育成
	介護人材の確保・育成への対策
	　15　

	⑦
	地域との交流・地域への貢献
	ボランティアの受入れ、地域との連携の考え方
	　30　

	⑧
	セールスポイント（独自の取組）
	市・地域の活性化、特色ある設備、省エネ基準についての対応、多職種連携、離島・中山間地利用者への対応
	　25　


（３）審査結果の通知

　　審査結果は、応募法人に対して書面により通知します。
（４）事業候補者の公表

　　決定した事業候補者の名称は公表します。
６　応募手続
（１）公募への参加表明書及び質問票の提出
　　公募に参加予定の法人等は、【別紙様式１】参加表明書及び【別紙様式２】質問票を期限までに
　　提出してください。（質問が無い場合も、質問がない旨を記載のうえ、提出してください。）

（２）公募申請書の提出

　　公募に参加しようとする法人等は、公募申請書及び付属書類を提出してください。

　　正本１部・副本６部（副本はコピー可）を提出してください。

　　提出は原則、窓口に持参してください。
　　なお、下記書類のほか、市が必要と認めたときには別途参考資料の提出を求める場合があります。また、提出された書類は返却しません。

　　※提出書類の体裁

・原則としてA４判（折込可）とする。
　（事業計画提案書を除く）　

・全体の目次を付ける。

・項目ごとの最初のページに文字表記のイン
デックス(項目番号＋項目名)を付ける。

　　　・表紙、背表紙に法人名と地域密着型サービス
名を記載する。

　　　・全体をフラットファイルで綴じる。
　　　・事業計画提案書は別冊子にしてください（主に
　　　　面談のときに使用します）。
（３）公募期間及び提出場所

	公募期間
	参加表明書受付期間：令和７年７月３日（木）から令和７年７月14日（月）まで
公募受付期間　：　令和７年7月15日（火）から令和７年８月8日（金）まで

（土曜、日曜、休日は除きます。）
受付時間：午前8時３０分から午後５時１５分まで

	提出場所
	三原市港町三丁目５番１号

三原市保健福祉部高齢者福祉課　介護保険係

電話：０８４８－６７－６２４０


（４）公募申請に関する提出書類一覧
地域密着型サービス事業所公募関係書
	項　　目
	備　　考
	様　式

	①公募申請書
	所定の様式
	【様式１】

	②定款又は寄付行為
	最新のもの
	

	③法人登記簿謄本
	応募申込日前３ヶ月以内に発行されたもの
	

	④法人代表者印鑑証明書
	応募申込日前３ヶ月以内に発行されたもの
	

	⑤法人の概要
	１）法人の沿革（経歴・実績）　　　　　　　　

２）事業者の基本的事項

　・代表者の経歴、理事（役員）の構成及び氏名等

３）現在運営している施設又は事業の概要
	様式自由

	⑥決算書等
	最近３年間の決算書類（原則として，令和４、５、６年度分。令和６年度の決算未確定の場合は令和３年度も提出）、納税証明書（法人の滞納のない証明）
	

	⑦事業計画概要書
	所定の様式
	【様式２】

	⑧事業予定の土地、建物に関する権利関係が確認できる書類
	１）おおむね３ヶ月以内に発行された土地・建物登記簿謄本写し

２）購入契約書若しくは借地・借家契約書の写し又は合意書（確約書）等の写し

３）土地等の確保見込み申立書（上記１）・２）がない場合のみ）

４）予定地の現況写真（2方向以上から撮影）
	

	⑨事業スケジュール
	着工、竣工等、開設までの日程表
	様式自由

	⑩基本計画図等
	整備予定地周辺地図、配置図、平面図（室別面積が記入してあるもの）、立面図
	様式自由

	⑪資金計画書
	開設当初の運転資金を含む。

補助金を含む場合は、補助が受けられなかった場合の計画も記載してください。
	【様式３】

	⑫収支シミュレーション
	積算根拠を含む。借入金がある場合は、償還経過を含み、開設後10年後までのシミュレーション
	様式自由


地域密着型サービス事業計画提案書
	①事業計画提案書
	【別紙】事業計画提案書に定める項目によって作成すること。他の提出物と内容が重複する部分は、概略で記載しても構いません。（Ａ３を基本とする）
	様式自由


７　費用負担等

　本公募に応募するために必要な一切の費用等は、応募者の負担とします。

８　募集スケジュール

	令和７年７月３日（木）
	市ホームページで公募開始（公募要項の配布開始）

	令和７年７月３日（木）～1４日（月）
	参加表明書の受付

	令和７年７月３日（木）～10日（木）
	質問票の受付

	令和７年７月14日（月）
	質問の回答（メールで回答します）

	令和７年７月15日（火）～8月８日（金）
	提出書類の受付

	令和７年８月中旬予定
	面接審査

	令和７年８月下旬予定 
	選定委員会による事業候補者決定、公表


９　選定後の手続き

　　選定により整備事業候補者となった事業者については、改めて所定の時期に補助金交付申請（補助金を活用する場合のみ）、指定申請を行っていただきます。
補助金の交付申請は、「三原市地域医療介護総合確保事業補助金交付要綱」に基づき行っていただきますが、補助金の交付決定前に整備着手することはできません。
指定申請は、「三原市指定地域密着型サービス事業者の指定に関する事項並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」等の基準を満たしていることを書類及び現地で確認し、三原市地域密着型介護運営委員会の協議を経て指定を行います。

　　なお、応募された提案内容より劣る内容での補助金交付申請、指定申請の受付はできません。また、指定基準を満たさない場合には、指定できませんのでご了承ください。

　【参考】三原市地域医療介護総合確保事業補助金予定基準額（予定）補助率10/10
・地域密着型サービス等整備助成事業
　　　　小規模多機能型居宅介護事業所　　　39,600千円/1施設
　　・介護施設等の施設開設準備経費等支援事業
　　　　小規模多機能型居宅介護事業所　　　7,056千円×宿泊定員数
１０　問い合わせ先　　　　　　　　　
　　　〒７２３－８６０１

広島県三原市港町三丁目５番１号

三原市保健福祉部　高齢者福祉課　介護保険係　担当：河野

電　話：０８４８－６７－６２４０

ＦＡＸ：０８４８－６４－２１３０

Eメール：kaigo@city.mihara.hiroshima.jp
【様式１】

　　　年　　月　　日

三　原　市　長　　様

所在地

法人等名　　　　　　　　　　　　　　印

代表者名

令和７年度整備分三原市地域密着型サービス事業者公募申請書

令和７年度整備分三原市地域密着型サービス事業者の公募について、次のとおり応募します。

記

１　応募する地域密着型サービス

	事業所の

所在地
	〒　　　　－



	事業所の所在地において行う事業の種類
	実施

事業
	利用定員

予定数
	事業開始予定年月日

	地域密着型
サービス
	小規模多機能型居宅介護
	
	
	　  年　  月 　日


※実施事業に○をしてください。

２　施設整備等の公的補助の希望の有無

有　・　無　（どちらかに○をしてください。）

３　提出書類　公募要項６（２）公募申請に係る提出書類一覧のとおり

４　担当者連絡先
	法　　人　　名
	

	所　　在　　地
	〒　　　　－



	所　　　　　属
	

	担　当　者　名
	

	T　　E　　L
	
	F　A　X
	

	メールアドレス
	


【様式２】

地域密着型サービス事業計画概要書（共通）

	法　　人
	法　人　名
	

	
	法人所在地
	

	
	法人種別
	□既設

□新設（　　年　　月設立予定）
	□社会福祉法人　□医療法人　□NPO法人

□株式会社・有限会社　□その他（　　　　）

	実施事業
	□看護小規模多機能型居宅介護

□小規模多機能型居宅介護

	事業所名（仮称）
	

	事業所予定地の状況
	事業所
予定地
	〒　　　－

三原市

	
	敷地面積
	㎡
	用途地域
	

	
	建ぺい率
	％
	容積率
	％

	
	土地権利
	□所有　□賃借（　　　年）
	抵当権
	□あり　　　　□なし

	建　物　概　要
	建築面積
	㎡
	延床面積
	㎡

	
	構造
	造
	階数
	地上　　階，地下　　階

	
	建物権利
	□所有　□賃借（　　年）
	抵当権
	□あり　　□なし

	
	併設施設
	□あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　□なし

	
	整備内容
	□法人が新築　□法人が改修　□オーナーが新築　□オーナーが改修

	
	整備費補助
	□希望する　□希望しない
	地元説明会予定
	　　　年　　　月　　日

	
	着工予定
	　　　年　　　月　　日
	竣工予定
	　　　年　　　月　　日

	
	開設予定
	　　　年　　　月　　日
	
	

	事業費及び財源
	区分
	事業費（千円）
	財源内訳（千円）

	
	
	
	借入金
	補助金
	自己負担

	
	建築・設備
	
	
	
	

	
	用地取得
	
	
	
	

	
	建物取得
	
	
	
	

	
	運転資金
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	

	整備を計画した
目的・理由
	


※該当する事項にチェックを入れてください。

※次ページに、応募するサービスの「実施予定事業の定員・従業者等の計画」を記入し、添付してください。

　※事業費および財源については、様式４の内容と整合を図ってください。

　※併設施設（事業）がある場合には、その事業費および財源についても別途作成してください。
【様式2－１】

実施予定事業の定員・従業者等の計画

(小規模多機能型居宅介護)

	実施予定事業
	小規模多機能型居宅介護

	利用定員
	　　　　人
	通いサービスの利用定員
	　　　　人
	宿泊サービスの利用定員
	　　　　人

	従業者の職種・員数
	介護従業者
	うち看護職員
	介護支援専門員

	
	専従
	兼務
	専従
	兼務
	専従
	兼務

	
	常勤（人）
	
	
	
	
	
	

	
	非常勤（人）
	
	
	
	
	
	

	
	従業者計（人）
	
	
	
	
	
	

	管理者（予定者）
	氏名　　　　　　　　　　

経歴（事業所名、職種、経験年数）　

	介護支援専門員（予定者）
	氏名
経歴（事業所名、職種、経験年数）

	介護・看護職員（非常勤含む）の経験年数
	全従業者数　　　　人　
うち経験年数３年以上　　　　人　　新規雇用　　　　人

	宿泊室数
	　室（うち個室以外の宿泊室　　　　室）

	通常の事業実施地域
	

	サービス提供体制
	区　　分
	算定の有無等

	
	認知症加算
	

	
	認知症行動・心理症状緊急対応加算
	

	
	若年性認知症利用者受入加算
	

	
	栄養アセスメント加算
	

	
	栄養改善加算
	

	
	口腔・栄養スクリーニング加算
	

	
	口腔機能向上加算
	

	
	退院時共同指導加算
	

	
	緊急時対応加算
	

	
	特別管理加算
	

	
	専門管理加算
	

	
	ターミナルケア加算
	

	
	遠隔死亡診断補助加算
	

	
	看護体制強化加算
	

	
	訪問体制強化加算
	

	
	総合マネジメント体制強化加算
	

	
	褥瘡マネジメント加算
	

	
	排せつ支援加算
	

	
	科学的介護推進体制加算
	

	
	生産性向上推進体制加算
	

	
	サービス提供体制強化加算
	

	
	介護職員処遇改善加算
	

	
	介護職員等特定処遇改善加算
	

	
	介護職員等ベースアップ等支援加算
	

	
	介護職員等処遇改善加算
	

	介護保険の利用者負担割合を除く利用者負担
	項　　　　　目
	費　　　用　　　額

	
	宿泊費
	

	
	食費
	

	
	その他（　　　　　　　　）
	


【様式2－２】

実施予定事業の定員・従業者等の計画

(看護小規模多機能型居宅介護)

	実施予定事業
	看護小規模多機能型居宅介護

	利用定員
	　　　　人
	通いサービスの利用定員
	　　　　人
	宿泊サービスの利用定員
	　　　　人

	従業者の職種・員数
	介護従業者
	うち看護職員
	介護支援専門員

	
	専従
	兼務
	専従
	兼務
	専従
	兼務

	
	常勤（人）
	
	
	
	
	
	

	
	非常勤（人）
	
	
	
	
	
	

	
	従業者計（人）
	
	
	
	
	
	

	管理者（予定者）
	氏名　　　　　　　　　　

経歴（事業所名、職種、経験年数）　

	介護支援専門員（予定者）
	氏名
経歴（事業所名、職種、経験年数）

	介護・看護職員（非常勤含む）の経験年数
	全従業者数　　　　人　
うち経験年数３年以上　　　　人　　新規雇用　　　　人

	宿泊室数
	　室（うち個室以外の宿泊室　　　　室）

	通常の事業実施地域
	

	サービス提供体制
	区　　分
	算定の有無等

	
	認知症加算
	

	
	認知症行動・心理症状緊急対応加算
	

	
	若年性認知症利用者受入加算
	

	
	看護職員配置加算
	

	
	看取り連携体制加算
	

	
	訪問体制強化加算
	

	
	総合マネジメント体制強化加算
	

	
	生活機能向上連携加算
	

	
	口腔・栄養スクリーニング加算
	

	
	科学的介護推進体制加算
	

	
	生産性向上推進体制加算
	

	
	サービス提供体制強化加算
	

	
	介護職員処遇改善加算
	

	
	介護職員等特定処遇改善加算
	

	
	介護職員等ベースアップ等支援加算
	

	
	介護職員等処遇改善加算
	

	介護保険の利用者負担割合を除く利用者負担
	項　　　　　目
	費　　　用　　　額

	
	宿泊費
	

	
	食費
	

	
	その他（　　　　　　　　）
	


【様式３】

資　金　計　画　書

	法　　人　　名
	
	実施事業
	

	事業所名（仮称）
	


（単位千円）

	事　　業　　費
	建築・設備費
	工事請負費
	

	
	
	工事事務費
	

	
	
	備品
	

	
	用地取得費
	

	
	建物取得費※既存建物を買い取る場合
	

	
	運転資金
	

	
	合　　　計
	


	資　　金　　計　　画
	建築・設備費
	市補助金
	

	
	
	借入金
	（借入先）
	

	
	
	
	（借入先）
	

	
	
	自己資金
	

	
	用地取得費
	借入金
	（借入先）
	

	
	
	
	（借入先）
	

	
	
	自己資金
	

	
	建物取得費
	借入金
	（借入先）
	

	
	
	
	（借入先）
	

	
	
	自己資金
	

	
	運転資金
	借入金
	（借入先）
	

	
	
	
	（借入先）
	

	
	
	自己資金
	

	
	合　　　計
	


	自己資金合計
	

	借入金内訳
	借入先
	

	
	借入先
	

	借入先合計
	





地域密着型サービス事業所応募関係書











法　人　名


　　　　　





①公募申請書











地域密着型サービス事業計画提案書





法　人　名


　　　　　





②定款





③登記簿謄本
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